
長浜市告示第１７９号 

 

長浜市農業経営持続・効率化支援事業補助金交付要綱（令和６年長浜市告示第156号）

の一部を次のように改正する。 

 

令和７年４月１日 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

第１条中「農業者の高齢化や担い手の減少等の問題解決に向け、農業経営の安定、

担い手の確保等に加え、遊休農地拡大の防止を図るため、効率化、省力化を推進し、

中山間地域をはじめとする小規模農家の経営の持続を支援することを目的とし、これ

らに必要な」を「担い手の確保や持続可能な農業経営の推進及び農業における環境負

荷の低減を図るため、小規模農家や集落営農組織が取り組む生産の効率化や省力化の

推進に必要な人材育成並びに」に改める。 

 第２条中「販売農家」の次に「、農業法人に雇用されている者又は集落営農の構成員」

を加える。 

 別表第１を次のように改める。 

別表第１（第２条、第３条関係） 

事業区

分 
補助対象者 補助対象経費 補助率等 補助条件等 

小規模

農業者

営農継

続支援

事業 

次に掲げる要件の

いずれにも該当す

る者 

(1) 経営所得安

定対策等実施

要綱（平成23

年４月１日付

け 22 経 営 第

7133号農林水

産事務次官依

命通知）に規

定する水田活

用直接支払交

付金において

麦、大豆又は

そばの交付金

の対象外の者 

次に掲げる農業機

械の購入費用 

(1) トラクター

（アタッチメ

ント等関連農

機 具 を 含

む。） 

(2) コンバイン 

(3) 田植機（溝

切機等関連農

機 具 を 含

む。） 

(4) その他耕作

用の汎用機械 

補助対象経

費の１０分

の３以内と

し、３０万

円を上限と

する。 

(1) 購入費用が３０

万円に満たないも

の は 対 象 外 と す

る。 

(2) １事業者当たり

１回限りとする。 

(3) 中古機械の導入

については、販売

事業者を介しての

購入であり、安全

上及び使用管理上

問題がなく、残存

耐用年数が２年以

上のものであるこ

と。 



(2) 農業保険法

（昭和22年法

律第185号）第

３章第２款に

規定する農作

物共済又は同

法第４章に規

定する農業経

営収入保険事

業その他の収

入補填事業の

加入者 

(3) 農業経営に

意欲があり、

導入後５年以

上継続して営

農し、経営面

積を現状維持

する見込みが

ある者 

(4) 経営する農

地に農業振興

地域の整備に

関 す る 法 律

（昭和44年法

律第58号）第

３条第１号に

規定する農用

地であって、

同法第８条第

２項第１号に

規定する農用

地（以下「農

業振興地域内

農用地」とい

う。）が含ま

れている者 

集落営 次に掲げる要件の 次に掲げる農業機 補助対象経 (1) 更新をした農業



農等経

営継続

支援事

業 

いずれにも該当す

る者 

(1) 農業を営む

農業用機械を

３人以上で共

同利用する任

意団体 

(2) 地域計画に

位置付けられ

ている者 

 (3) 農業経営に

意欲があり、

導入後５年以

上継続して営

農し、経営面

積を現状維持

する見込みが

ある者 

械の購入費用 

(1) トラクター

（アタッチメ

ント等関連農

機 具 を 含

む。） 

(2) コンバイン 

(3) 田植機（溝

切機等関連農

機 具 を 含

む。） 

(4) 乾燥調整機

（計量選別機

等関連機器を

含む。） 

費の１０分

の３以内と

し、５０万

円を上限と

する。 

機械は３人以上で

共同利用するこ

と。 

(2) 農業機械につ

き、１回限りとす

る。 

(3) 購入費用が３０

万円に満たないも

のは対象外とす

る。 

(4) 中古機械の導入

については、販売

事業者を介しての

購入であり、安全

上及び使用管理上

問題がなく、残存

耐用年数が２年以

上のものであるこ

と。 

スマー

ト農業

機械導

入補助

事業 

次に掲げる要件の

いずれかに該当す

る者 

(1) 農業経営基

盤強化促進法

（昭和55年法

律第65号）第

１２条の規定

により市が認

定する認定農

業者若しくは

同法第１４条

の４の規定に

より市が認定

する認定新規

就農者（以下

「認定農業者

等」という。 

(2) 農業者３人

次に掲げるいずれ

かのスマート農業

技術の導入に係る

経費 

(1) 直進アシス

ト装置※内蔵

機械で直進ア

シスト装置分

の経費が明確

にできる場合

のみ直進アシ

スト装置分の

経費 

(2) 農業用ドロ

ーン 

(3) ラジコン草

刈り機又は除

草ロボット 

(4) その他市長

補助対象経

費の１０分

の３以内と

し、１００

万円を上限

とする。 

(1) １事業者当たり

１回限りとする。 

(2) 補助対象経費の

合計が３０万円に

満たないものは、

補助の対象としな

い。 

(3) 年間利用料、通

信料、機械登録

料、受講料、保険

料その他の機械本

体の購入費用以外

の経費及びパソコ

ン、タブレット、

スマートフォンそ

の他農業以外に汎

用性があり目的外

使用ができ得るも

のは、補助の対象



以上で構成さ

れる機械共同

利用組合等の

任意組織 

 

が認めるもの としない。 

スマー

ト農業

設備導

入補助

事業 

認定農業者等 ＡＩ・ＩｏＴ機能

を用いて遠隔で生

産に必要な環境要

素を制御できるシ

ステムの導入に係

る経費 

補助対象経

費の１０分

の３以内と

し、１００

万円を上限

とする。 

(1) １事業者当たり

１回限りとし、１

者１システムとす

る。 

(2) 補助対象経費の

合計が３０万円に

満たないものは、

補助の対象としな

い。 

(3) 年間利用料、通

信料、機械登録

料、受講料、保険

料その他の設備本

体の購入費用以外

の経費及びパソコ

ン、タブレット、

スマートフォンそ

の他農業以外に汎

用性があり目的外

使用ができ得るも

のは、補助の対象

としない。 

農業者

育成事

業 

申請時の年齢が５０

歳未満の者 

農業の基礎及び専

門的な技術を習得

するために必要な

経費で次に掲げる

もの。ただし、旅

費、通信教育費並

びに受講及び試験

を伴わない参考図

書の購入費は、補

助対象外とする。 

補助対象経

費の１０分

の３以内と

し、３万円

を上限とす

る。 

 



 (1) 授業料及び

授業テキスト

代 

(2) 資格取得に

係る受験料 

水稲無

農薬栽

培支援

事業 

有機又は無農薬で

水稲栽培を行う者 

抑草等により水田

内の除草作業の省

力化が図れると認

められる機械の導

入に係る経費 

補助対象経

費の２分の

１ 以 内 と

し、５０万

円を上限と

する。 

中古機械の導入につ

いては、販売事業者

を介しての購入であ

り、安全上及び使用

管理上問題がなく、

残存耐用年数が２年

以上のものであるこ

と。 

別表第２小規模農業者営農継続支援事業の項及び集落営農等経営継続支援事業の項中

「営農計画書」を「営農継続計画書」に改め、同表スマート農業機械導入補助事業の項及

びスマート農業設備導入補助事業の項を次のように改める。 

スマート農業機械導入

補助事業 

(1) ５年間の営農継続計画書 

(2) 見積書及びカタログ 

(3) 機械の共同利用に係る管理運用規定（集落営農組

織に該当する場合） 

(4) 定款又は規約及び構成員名簿（集落営農組織に該

当する場合） 

スマート農業設備導入

補助事業 

(1) ５年間の営農継続計画書 

(2) 見積書及びカタログ 

(3) 定款又は規約及び構成員名簿（集落営農組織に該

当する場合） 

別表第２に次のように加える。 

農業者育成事業 (1) 研修等計画書 

(2) 研修等の内容が分かる書類 

(3) 農業法人等の所属がわかる書類（販売農家は除

く。） 

(4) 住民票の写し（発行日から１か月以内のもの） 

水稲無農薬栽培支援事

業 

(1) ５年間の営農継続計画書 

(2) 見積書及びカタログ 

(3) 残存耐用年数を客観的に証するもの（中古機械の



場合） 

別表第３に次のように加える。 

農業者育成事業 (1) 事業報告書及び収支決算書 

(2) 請求書及び領収書の写し 

水稲無農薬栽培支援事業 (1) 事業報告書及び収支決算書 

(2) 請求書及び領収書の写し 

(3) 対象機械・設備の写真 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 （長浜市新規就農者支援事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 長浜市新規就農者支援事業補助金交付要綱（平成18年長浜市告示第327号）は、廃止

する。 


